
大阪医科薬科大学・医学部・教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

３４４０１

基盤研究(B)（一般）

2023～2020

子育て期の女性と子どもの健康に影響を与える子育て環境要因を把握する社会疫学研究

Social epidemiological study to understand the effect on health of women and 
children related to family-environmental factors

６０４４８０３２研究者番号：

本庄　かおり（Honjo, Kaori）

研究期間：

２０Ｈ０３９４７

年 月 日現在  ６   ６ １０

円    13,500,000

研究成果の概要（和文）：本研究は、女性をとりまく環境（家庭・職場・居住地域）が、親子の健康に与える影
響を把握することを目的に、エコチル大阪ユニットセンター調査に参加した子供を持つ母親約7,000人を対象に
自記式質問票による郵送調査を実施し、情報を収集した。本研究の結果、対象者の約８割が就業し、家事の80％
以上を担っていると回答したのは全体の約7割、育児の80％以上を担っていると回答したのは約6割であった。ま
た、主観的不健康や精神的苦痛がある人の割合は、様々な家庭・職場・居住地域の環境要因によって異なること
も把握した。今後、収集された情報を用い、親子の健康に影響を与える環境要因に関する仮説検証研究を進める
予定である。

研究成果の概要（英文）：This research aimed to understand how the environment surrounding women 
(home, workplace, and residential area) affects their health. Self-administered questionnaires 
collected information from approximately 7,000 mothers with children through a mail survey.
The results of this study showed that approximately 80% of the respondents were employed. About 70% 
of the respondents answered that they were responsible for more than 80% of the household chores; 
about 60% of the respondents answered they were responsible for more than 80% of the childcare. The 
percentage of people with poor self-rated health and those with mental distress varied according to 
various home, work, and residential environmental factors. We plan to conduct further research on 
environmental factors affecting health by using the data collected by this research.

研究分野： 公衆衛生　疫学　社会疫学

キーワード： 健康格差　ジェンダー　社会疫学　環境要因　女性の健康

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
少子高齢化が進むわが国において、女性の就労と子育てとの両立支援を進めることは重要な政策課題である。本
研究は、子育て期の女性を取り巻く重要な社会・環境要因を包括的に把握し、それらの健康影響を検証する新し
い疫学研究である。女性の社会的な活躍が推進され家庭や仕事に関連する要因の健康影響が危惧される中、本研
究の結果から得られるエビデンスは、子育て期の女性の健康に対する具体的な公衆衛生施策への示唆を可能にす
る。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



1. 研究開始当初の背景 
少子高齢化が進むわが国において、女性の就労と子育てとの両立支援を進めることは重要

な政策課題である。しかしながら、現在まで子育てにおける母親の負担は軽減されることな
く、仕事と家庭生活との両立を求められていることによる葛藤、離婚率の上昇等の影響による
ひとり親世帯の増加など、女性をとりまく状況の顕著な改善にはいたっていない。これまでに
女性の健康には家庭生活や就労に関連する社会心理要因の影響の影響が大きいことが示唆され
ている。（文献 1）また、先行研究では世帯の状況（世帯構造・世帯収入等）により仕事や家庭
生活に関する要因の健康影響が異なることが示されており、特に経済状況の厳しい世帯におい
て負の健康影響が強い傾向がみられている。（文献 2, 3）しかし、彼女らを取り巻く環境― つ
まり、家庭環境、職場環境、居住地域環境の健康への影響に関する検証はほとんど実施されて
いない。   

欧米においては、女性の健康に関するコホート研究の代表的なものとして、The Australian 
Longitudinal Study on Women’s Health (ALSWH)がある。（文献 4）このコホート研究では様々
な社会心理要因、行動要因、社会経済要因の健康影響について報告しているが、環境に関する検
証はほとんどおこなわれていない。また、母子を対象としたコホート研究もいくつか存在するが
（例：The Norwegian Mother and Child Cohort Study (MoBa)）、いずれも子供の健康に重点が
おかれ、母親の健康についての検証はほとんど検討されていない。日本においても、成人女性、
特に 20－30 歳代の子育て期女性を対象とした大規模研究は見当たらず、本研究において、子
育て期女性の健康に関するエビデンスを創出することが重要であると考えた。 

 
2. 研究の目的 

本研究は、子育て期の女性をとりまく環境（家庭環境・職場環境・居住地域環境）がどのよう
に彼女らの健康に影響しているのかを把握し、具体的な公衆衛生施策への示唆を与えることを
目的とした。 

 
3. 研究の方法 
（１）研究デザイン 

子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）は、全体調査に加え、ユニットセン
ター独自でエコチル調査参加者を対象に実施する追加調査がある。本研究は2020-2023年度に
実施されたエコチル調査に、大阪ユニットセンターの調査地域（泉州地域）において参加した
子供の母親 約7,000人を対象とした。自記式質問紙郵送調査により、家庭環境、職場環境、居
住地域環境ならびに健康に関する情報をベースライン情報として収集した。また、2020-2021
年にベースライン調査に参加した女性を対象に、２年後追跡調査を2022-2023年度に実施し、
情報を収集した。本研究は研究開始時には、2022年度で情報収集を終える予定であったが、新
型コロナの影響を受けたため調査の実施が遅れ、2023年度に情報収集が完了した。 
 
 
 
 
 
（２）調査項目 
本研究は、以下の社会心理要因、社会経済要因、ならびに家庭・職場・近隣居住地区の環境に
関する情報を収集した。 
＜個人要因＞    社会的つながり、社会的サポート、人生の満足度、年齢  
＜家庭要因＞    世帯の社会経済状況、居住形態、家事分担割合、育児分担割合 
＜就労要因＞    雇用形態、職業、就業時間、家庭と仕事の葛藤、職場のサポート、 

仕事への満足 
＜近隣地域要因＞  地域のソーシャルキャピタル、学校への信頼 
＜健康関連要因＞  主観的健康感、心理的苦痛（K6）、睡眠、喫煙 

 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 
ベースライン調査 A グループ B グループ C グループ D グループ 

２年後追跡調査   A グループ B グループ 



4. 研究成果 
（１） 研究１：研究対象者の属性の報告 

① 研究対象者 
2020-2023 年度に収集したベースライン調査参加者を対象とする。ベースライン情報の
回答率は下記の通りであり、全体として 67.5％の回答率を得た。（表 1） 

表 1 

研究 1 では、基本的な情報に不備がある者（n＝5）を除外した 4,865 人を対象とした。 
 

② 変数 
（全員）       年齢群、婚姻の有無、年間世帯所得、居住形態、雇用形態、 

社会的つながり、社会的サポート、家事・育児分担割合 
（就業者のみ） 就業時間、仕事の満足度、仕事と家庭の葛藤 
 

③ 結果 
平均年齢は 40 歳（SD＝5.47）、35-39 歳が全体の 29％、40-44 歳が 32％、45-49 歳が

20％を占めた。現在の婚姻状況は 89％が既婚であった。親と同居している者は全体の
11％であった。年間世帯収入は 400-600 万円未満の群が最も多かった（29％）。従業状
況については、正社員が 26％、パートアルバイトなど非正規雇用での就業が 47％、自
営やその手伝いが 6％と全体の約８割が就業していた。社会的ネットワークの大きさを
測定した相談できる親族・友人の数では、４人以上が最も多く（44.5％）、0-1 人と答え
た人は全体の 13％であった。また、ほとんどが情緒的サポート（98％）、手段的サポー
ト（95％）を受領していると答えている。夫婦間で行っている家事・育児のうち対象
者が担当する割合（％）が 90-100％と答えた人は、家事では 54％、育児では 40％
であった。（図 1，2）最頻値は、家事担当割合は 90％、育児担当割合は 80%であっ
た。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
就業者（n=3,814）を対象に行った調査では、週に 40 時間以上就業している人は、全

体の 34％、20-39 時間が 43％、20 時間未満が 22％であった。仕事への満足度は全体の
約６割が満足と答えている。また、仕事と家庭の葛藤（ワーク・ファミリー・コンフリ
クト）は、家庭が仕事に及ぼす葛藤（４問）と仕事が家庭に及ぼす葛藤（４問）で測定
し、各質問を 0-2 点とし合計点を算出した。家庭が仕事に及ぼす葛藤（8 点）と仕事が
家庭に及ぼす葛藤のスコア（8 点）を合計たスコアが仕事と家庭の葛藤のスコア（16 点）
であり、点数が高い人は葛藤が高いと定義される。それぞれの平均値は、家庭が仕事に
及ぼす葛藤が 2.78 点（SD＝2.04）、仕事が家庭に及ぼす葛藤が 1.80 点（SD＝1.63）、仕
事と家庭の葛藤が 4.58 点（SD＝3.18）であった。(文献 5) 

 
（２） 研究２：研究対象者の主な属性と主観的健康観の関連 

① 研究対象者 
主観的健康観の情報に欠損のある人(n=56)を除外した 4,809 人を対象とした。 

発送数 回収数 ％ 発送数 回収数 ％ 発送数 回収数 ％ 発送数 回収数 ％ 発送数 回収数 ％
2441 1576 64.6 1315 877 66.7 1484 1025 69.1% 2098 1392 66.3% 7338 4870 67.5%

2023年度 2020-2023年合計2020年度 2021年度 2022年度



② 主観的不健康の測定方法 
主観的不健康は、「全体的にみて、過去 1 ヵ月の間、あなたの健康状態はいかがでし

たか」の質問により測定され、「あまりよくない」、「良くない」、「ぜんぜん良くない」
と回答した人を主観的不健康ありと定義した。 
 

③ 分析手法 
研究対象者の主な属性により、主観的不健康のありの割合が異なるかを確認するため、 

カイ二乗検定を行った。 
 

④ 結果 
主観的不健康を感じている人は、全体の 20％（983 人）であった。年齢群、親との同

居の有無、家事分担割合の群において、主観的不健康ありの割合に統計的に有意な違い
がみられなかった。一方、婚姻状況、年間世帯収入、雇用形態、社会的ネットワーク、
社会的サポートの受領、育児分担割合などの群では、主観的不健康を感じている人の割
合が異なる傾向がみられた。 

例えば、年間世帯収入が低いほど、主観的不健康を感じている人の割合が高い傾向が
みられた（p 値＜0.01）。また、既婚者は非婚者より主観的不健康を感じている人の割合
が低く（p 値＝0.03）、雇用形態においては、他群と比較して正社員の主観的不健康あり
の割合が高かった（p 値＜0.01）。社会的ネットワークやサポートに関しては、相談でき
る友人の数が少ないほど主観的不健康ありの割合が高く（p 値＜0.01）、社会的サポー
トの受領がない人はある人と比較して主観的不健康ありの割合が高かった（p 値＜0.01）。
育児分担割合においては、その割合が高い群で主観的不健康ありの割合が高かった（p
値＜0.01）。 

就業者に限定した分析では、1 週間の就業時間、仕事への満足度、仕事と家庭の葛藤
により、主観的不健康者の割合が異なることを把握した。就業時間が長いほど、主観的
不健康ありの割合が高かった（p 値＜0.01）。また、仕事に満足している人は不満足の人
と比較して主観的不健康ありの割合が高かった（p 値＜0.01）。家庭が仕事に及ぼす葛
藤、仕事が家庭に及ぼす葛藤、仕事と家庭の葛藤はそれぞれ、3 分位に分類し、主観的
不健康ありの割合を比較したが、いずれも葛藤が高い群ほど、主観的不健康ありの割合
が高かった（すべて p 値＜0.01）。 

 
（３） 研究３：研究対象者の主な属性と精神健康の関連 

① 研究対象者 
精神的苦痛の情報に欠損のある人(n=52)を除外した 4,813 人を対象とした。 
 

② 精神的苦痛の測定方法 
精神的苦痛は K6 尺度を用いて測定した。 
（文献 6）  
 
過去 1 ヶ月の間にそれぞれの気持ちをどれく
らいの頻度で感じたかを、以下の選択肢から
回答を得た；「全くない（0 点）」、「すこしだ
け（1 点）」、「ときどき（2 点）」、「たいてい
（3 点）」「いつも（4 点）」。すべての項目の点
数を合計し（0－24 点）、9 点以上を精神的苦
痛ありと定義した。 
 

③ 分析手法 
研究対象者の主な属性により、精神的苦痛ありの割合が異なるかを確認するため、カイ
二乗検定を行った。 

K6 尺度の質問項目 

1 神経過敏に感じましたか 

2 絶望的だと感じましたか 

3 そわそわ、落ち着きがなく感じましたか 

4 気分が沈んで、何が起こっても気が晴れ
ないように感じましたか 

5 何をするのも骨折りだと感じましたか 

6 自分は価値がない人間だと感じましたか 



④ 結果 
精神的苦痛を感じている人は、全体の 13％（646 人）であった。親と同居の有無では

精神的苦痛ありの割合に統計的に有意な違いがみられなかった。一方、年齢、婚姻状況、
年間世帯収入、雇用形態、社会的ネットワーク、社会的サポートの受領、家事分担割合、
育児分担割合などの群では、精神的苦痛を感じている人の割合が異なる傾向がみられた。 

例えば、精神的苦痛を感じている人の割合が最も高いのは、30-34 歳群であり（18％）、
最も低いのは 40-44 歳群であった（12％）（p 値＝0.03）。また、年間世帯収入が低いほ
ど、精神的苦痛を感じている人の割合が高い傾向がみられた（p 値＜0.01）。既婚者は非
婚者より精神的苦痛を感じている人の割合が低かった（p 値＜0.01）。雇用形態において
は、正社員（14％）ならびに専業主婦（14％）は他群と比較して精神的苦痛ありの割合
が高く、一方、最も低いのは自営であった（9％）（p 値＜0.01）。社会的ネットワークや
サポートに関しては、相談できる友人の数が少ないほど精神的苦痛ありの割合が高く（p
値＜0.01）、社会的サポートの受領がない人はある人と比較して精神的苦痛ありの割合
が高かった（p 値＜0.01）。育児分担割合においては、その割合が高い群で主観的不健康
ありの割合が高い傾向がみられた（p 値＜0.01）。 

就業者に限定した分析では、1 週間の就業時間、仕事への満足度、仕事と家庭の葛藤
により、精神的苦痛ありの割合が異なることを把握した。就業時間が長いほど、精神的
苦痛ありの割合が高かった（p 値＜0.01）。また、仕事に満足している人は不満足の人と
比較して精神的苦痛ありの割合が高かった（p 値＜0.01）。家庭が仕事に及ぼす葛藤、仕
事が家庭に及ぼす葛藤、仕事と家庭の葛藤はそれぞれ、3 分位に分類し、精神的苦痛あ
りの割合を比較したが、いずれも葛藤が高い群ほど、精神的苦痛ありの割合が高かった
（すべて p 値＜0.01）。 

 
計画段階では、2022年度に、情報収集を終え、最終年度である2023年度は収集したデータ
を用いた仮説検証を実施する予定であった。しかし、新型コロナウイルス感染症まん延に
伴い2020-2021年度の計画が予定どおりに進められず、情報収集の完了が最終年度となっ
た。そのため、最終年度に予定していたデータ分析が予定通りに実施できなかった。 

今後は、収集されたデータを横断研究として、また、2年後の追加調査データと併合し
て縦断研究として、仮説検証分析研究を進める予定である。 
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